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実定法は、法人ではない社団（民法 275 条、民事訴訟法 52 条、不動産登記法
26 条、鉄道施設管理権の登録令 19 条など）、又は、法人格なき社団（国税基
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強制執行能力・破産化の能力などを通じて制限された権利主体性を承認したものであ
り法人格のない社団の概念としてさらに適合したのは「設立登記をしなかった社団」
という Karsten Schmidt, Gesellschaftsrecht, § 25 Ⅱ . 1.S.561 などがある。李宙興「権利能
力なき社団」（司法論集、1991）、金敎昌「非登記社団法人は非法人社団がない」91 －
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法人・登記社団法人と分けて他のカテゴリに分類している。
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法総則』206 － 211 頁（HwaSan-media、2009 年）を参照。




















2013 年に 17,629 個が存在するという。しかし、実際に主務官庁である文体部の許可を
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正論議と関連して－」199 － 200 頁（ソウル大学校法学第 54 巻第３号、2013 年）がある。







法を中心に」14 － 15 頁（財産法研究、2005 年）がある。
広島法学　39 巻２号（2015 年）－ 188
－ 133 －
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は、2010 年の改正案の問題点を補完しながらも、民法 275 条以下の総有関連
規定を削除するという変化が大きい。
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広島法学　39 巻２号（2015 年）－ 178
－ 143 －
ではなく、社団、財団、その他の団体（以下「法人ではない団体」という）の中、次の各
号のいずれかに該当するものとして収益を構成員に分配しないのは、法人としてこの法と
税法を適用する。　
１.主務官庁の許可、または、認可を得て設立されるか、法令によって主務官庁に登録した
社団、財団、その他の団体として登記されないもの
２.公益を目的に出捐した基本財産がある財団として登記されないもの
②１項によって、法人とみなす社団、財団、その他の団体の以外の法人ではない団体の中、
次の各号の要件をすべて備えたものとして代表者や管理人が管轄税務署長に申請して承認
を受けたのも法人としてこの法と税法を適用する。　この場合、社団、財団、その他の団
体の継続性と同質性が維持されていると考えられる。
１.社団、財団、その他の団体の組織及び運営に関する規程を持って代表者や管理人を選任
している
２.社団、財団、その他の団体、自分の計算や名義で収益と財産を独立的に所有・管理する
こと
３.社団、財団、その他の団体の収益を構成員に分配しないこと。
